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1 .緒 雲-F司
我国の農業及び農業経営は米生産調整が実施されて以来p 今日の水田利用再編へ対応す
る過程でp とくに土地所有と利用の分離が進行するに従って，構造的改編が望まれてい
る.
その構造的改編は水稲作農業の後退によって，そのまま，我国の農業生産力基盤を根底
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から崩壊させることであってはならない.その基本的視角は現代の我国農業が依然として
水稲作農業を基盤とし，その展開条件を整備した上で，多面的発展が望める農業の再構築
を最重要な課題1)~こおくことである.
水田利用再編下において，水稲作物に代わる転作作物の定着化をめぐってp 緊急避難的
対応の状況から，いわゆる「集団的土地利用」の組織的対応によって転作作物が水田農業
の部門組織構造に取り込まれ，複合化の段階に向っている.
集団的土地利用の概念2)は農用地利用増進事業，とりわけ水田利用再編第2期対策にお
ける連担団地構想を直接の契機にしている.これは自作農的小地片土地所有零細農耕の分
散錯圃にあって，個別農業経営を越えた，その集団的意思によって，地域の農地の農業的
土地利用方式を決定しそれを実施しているものである.典型的には水田利用再編でみら
れる連担団地転作と地域を単位とした転作つまり転作田循環型などである.
現代の我国の農業生産や生産力単位の形成過程には個別農業経営が請負耕作，作業や経
営受委託，賃貸借などによって p 経営耕地の規模拡大をばかり，借地型農業経営が担い手
または主体となっていけるのか，それとも小地片土地所有の個別農業経営の枠を越えて P
水回転作を契機として土地を集団化しその効率的利用のために，集団的生産組織を設立
しそれを実効あるものにしていかなければならないのか，という極めて深刻な問題が提
起されている.
なお，集団的土地利用はp 連担団地で個別に作業を行なっている場合も含めて，共同作
業p 転作割当の一部受委託=担い手型などの組織形態があるものの P 集団的生産組織によ
って運営されている.それを集団的士地利用組織ということにする.
集団的生産組織の定義には農林省を始め農民層分解論者など多様な見解がある.ここで
は次のように考える.農業経営は単一の意志決定主体が土地を含む固定的な資本の貯・泉
源体を構成する永続的組織体を運営する生産及び収益単位である.それに対して，集団的
土地利用・生産組織は個別農業経営を越えた複数の意志決定主体が固定的な資本の貯・泉
源体を短期的計画で構成する組織(体)を運営する生産単位である.従って p 集団的土地
利用組織は組織構成主体が集団イじされた土地利用をめぐ、って労働力を始め固定財資本を投
下して運営される生産単位であって，永続的組織体やそれ自体収益単位とはみられないと
いう意味で農業経営ではない(短期的)組織(体)である.それ放に，集団的土地利用組
織はそれを構成する個別農業経営主体や自治体・農協などの推進体の外部環境主体によっ
て計画・統御される部面が強くなる.
本稿の目的はそのような集団的土地利用組織と主体形成をめぐって検討することにあ
る.それによって現代農業と農業経営の課題に応えようとする意図である.
先ず，集団的土地利用の現代的重要性ゃいくつかの課題をとりあげ，その論点を開示す
る.
I.集団的土地利用と組織の現代的課題
1.土地所有と利用の分離の進行
戦後，農地改革が行われた農地法下ではp 自作農的小地片土地所有零細農耕の分散錯画
制の状態で家族農業経営が農業生産力を担いp 米を中心とする食糧増産がなされた.他
方，そこでは小商品生産小農複合経営の一定程度の展開をみた.その後，経済の高度成長
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を達成し農工聞の生産性と所得格差が顕在化し，農基法が制定され，自作農的土地所有
体制を維持し発展されるためにp 自立経営の育成を目標に，それへの道程として協業組織
や協業経営への取り組みが農業構造改善事業と結合して行われた. とくに昭和30年代後半
から昭和40年代前半に展開した，初期の協業組織は水稲作地帯では「土地所有の移動をと
もなわないで、」労働力利用共同の補合関係を生かした集団栽培で、ある.これは経営耕地規
模聞の労働力調整機能を重視して水稲生産力を維持しようとする性格をもっていた.昭和
40年代後半には農家の兼業化がますます進み，農家の異質化が顕在化し，さらに米の生産
調整対策が実施され，これまでの協業組織の性格ではp その発展が望めなくなった.土地
所有と利用との一体不可分離な自作地拡大による自立経営の育成は転用地価に影響されて
農地価格高騰により，もはや不可能になり，自作農的土地所有による生産力の向上は危機
に直面した.そのなかで集団的生産組織は秋田県の集落農場制農業のように集落ごとに集
団化された農地で機械 ・施設利用共同の有利性を生かした，機械・施設共同利用組織を形
成して，若干の複合生産部門を導入して水稲生産力を維持しようとする動きがみられた.
全体的には，中型機械化一貫作業体系が確立し，一部上層農では自己完結的な機械装備を
するようになり，これまでの機械・施設利用を中心とするほとんどの生産組織は解体と改
編を余儀なくされた.
昭和50年代に入って，経済の高度成長の終駕と米生産調整対策は水田利用再編対策で一
層強められ，兼業化が深化し農業者の高齢化が進むなかでp 請負耕作，作業経営受委
託，賃貸借などによる経営耕地規模拡大をはかる一部突出した借地型農業経営が析出され
てきた.他方，大多数の農家は水回転作に取り組むなかでp 集団的土地利用とその組織な
どの担い手の必要性をますます強めている.
このように土地所有と利用の分離が進行しこれまでの自作農的土地所有は大き く軌道修
正されるようになった2川.このことは借地型農業経営あるいは集団的土地利用組織が存
立し発展できるような近代的土地所有への転換がととのいさえすれば，生産手段の高度化
によって高い生産力が形成される段階に到達できることを意味している.
2.農業生産力構造の変化
(1) 機械化と栽培技術の変化
我国の経済の高度成長期における農業は農業労働力の激しい流出を契機に農業の近代化
が進められた.それは，労働生産性を向上する方向で農業生産力が形成されていった.水
稲作では乗用トラク ター，田植機，自脱型コ ンパインを装備した中型機械化一貫作業体系
が形成された.これが省力単作方式を志向し i小企業j i新しい上層農j i大型小農j，最
近では請負耕作，受委託，賃貸借によって「借地型農業経営」など一部突出した個別農業
経営の析出を可能にした 他方，零細な農業経営聞の機械利用組織の形成をうながしたこ
とはみのがすことができない.機械化はこうして一部の上層農の経営耕地規模拡大を可能
にしたものの，分散錯圃の状態では農地の集積が集団化して行えずp そのために通作距離
が増しp それほど労働能率が高ま らないなど，限界が指摘されている.集落単位での機械
作業の共同化は一時自己完結型への回帰で解体・改編がせまられていた.それが水田利用
再編対策を契機に補強され，水稲作の機械利用組織を中心に集団転作に取り組み，新しく
集団的土地利用組織として生まれかわっている事例をみるにつけ，それの展開に注目され
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る.集団的土地利用組織のなかで転作作物における機械化が進展し，栽培管理技術が習熟
され，いくらか向上しているものの，水稲作物に比較して転作作物の収量では未だ極端に
低収であり，不利益である. とくに大豆，麦類をはじめ転作作物の定着化には単収を増大
するためにp 新品種の作出と栽培管理技術の一段の習熟と向上が望まれる.
(2) 土地基盤整備，土地利用と組織化
水稲作以外の転作作物の栽培可能な適地を拡大し，土地所有と利用の分離の進行にとも
なって，集団的土地利用による作付方式が順調に行われる基盤の整備のなかで，排水条件
を整えることが最も不可欠で、ある.
その上に立った集団的土地利用方式には，田畑輪換，転作団地循環 BlockRotationと
固定化各方式に大別される.田畑輪換は原則的にはあらかじめ輪換を行う範囲である輪換
地区を定めp そのなかを区分し，それぞれ輪換畑または輪換固として交互にあるいは一定
の周期で利用する方式である.転作回地楯環型と同様にその輪換叉は循環地区は土地基盤
がとくに完全に整備されている必要がある.これまで水田の土地基盤整備は水稲作のみを
作付するのに適するように行われた.転作作物などのような畑作物を作付するには排水不
良のために不適地が多かった.従って，転f乍作物を拡大するには排水を中心とした再度の
土地基盤整備に取りかLらねばならず，そのための追加投資に多額の事業費が嵩むものと
みられる.
集団的土地利用の組織化にあたっては，それを作付方式や農業者の栽培作業と管理の性
格から類型化すると，全員管理方式，土地提供者管理方式と特定農家一括管理方式などに
わけられる4)
全員管理方式は更に個別管理，共同管理，任務分担の各型からなる.個別管理型は転作
作物平等負担型であって，集団転作地のなかで自分の分担回を個人責任で管理し，そのた
めの出役調整の煩雑がないが，生産物の品質格差が生じ作業能率が低いとみられる.次
に共同管理型は共同作業型であって，平等感， 一体感が醸成されるが無責任になりやす
く，出役調整等リーダーの責任負担が過重になる.そして任務分担型は全農家が機械係や
作業係に作業分担し，平等感，一体感がある程度醸成され， リー ダーの負担はそれほど重
くないが事前に任務分担，責任を明確にしておく必要がある.これは全員管理方式とはい
っても特定農家一括や土地提供者管理方式のような，担い手型に近いとみられる.
特定農家一括管理方式は担い手型であって， 意欲ある農業者の規模拡大になり転作の定
着化が展望できる.土地の貸借，作業受委託等について明確な契約を締結していることが
必要である.
全員管理方式は専業も兼業農家も集団化された転作団地を個別，共同または任務分担の
いずれかによって実際に栽培する.そこでは集団的土地利用組織の新しい担い手主体の形
成には一定の限界がある.それに対して特定農家一括管理方式は集団的土地利用の組織化
のなかでその経営の担い手 ・主体が析出できる面で注目すべき方式である.それは集団的
土地利用組織や共同経営がもっている p 共同出資，共同出役，共同作業，共同分配の原則
から離れ，機能分化されたなかから，革新と効率化の方向をめざした企業的経営の可能性
をもってくるのではないかとみられるからである.
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3.農業生産の複合化
経済の高度成長期下の省力単作方式から脱却し，土地利用型農業の合理的な作付方式や
複合農業経営が見直されてからかなり経過している.このような農業生産の複合化は農地
をはじめ農業資源の合理的利用と個別農業経営の収益性を高めることを通じて圏内の食糧
自給率の同上を意図しているとみられる.
米生産調整において水稲作の作付面積を単純に減反した過剰対応から，止む得えず転作
作物を導入した緊急避難的対応の段階，更に転作奨励金に依存しなくても合理的な土地利
用体系を確立していける個別的，組織的対応が望まれている.一部，突出した地域で、は単
なる転作作物の作付から地域農業に適した集約的な商品作物を導入し，集団的土地利用組
織を生成し展開させるとL、う組織的対応によって地域農業生産の複合化と振興をはかつて
いる事例をみることができる.
そのような農業生産の複合化の多面的展開には生産手段の高度化による基本的な生産力
の形成によって，土地や労働生産性が向上し，収益性が高まって農業経営目標の達成でき
る農業経営の基本的な生産基盤を確立していくことが必要である.換言すれば，土地基盤
整備や合理的な作付方式の確立，機械化の促進に加えて，転作作物の品種の開発と普及，
栽培管理技術の改善，価格支持制度p さらに有利な農産物市場の展開が不可欠である.こ
れらの客体的条件とともに，集団的土地利用の組織や農業経営などの主体・担い手がどの
ように形成・展開されていくのかが最も重要な問題である.この点については次章で検討
する.
4.互助方法と収益性，とくに地代形成
(1) 互助方式
集団的土地利用のために参加した農業者からなる組織構成員の決済方法として互助方式
がとられている.これはほとんど水稲所得を基準にしている.これには水稲所得補償方式
(=水稲所得一転作奨励金)，水稲所得上積補償方式(水稲所得+転作管理費一転作奨励金)，
そして水稲作補償，転作所得勘案方式がある4) 転作奨励金には基本額，計画・団地加算
金と自治体補助金が含まれる.転作管理費は土地返還時復元費用とみられる.現在のと こ
ろ，秋田県の事例で、は水稲所得補償方式が大半を占めている.これは転作作物の栽培管理
技術が伴なわなかったり，転作作物所得の見通しがはっきりしないためにLとりあえず水
稲所得の補償をしておこうとする表われである.転作作物の安定多収が見込まれるにつれ
て，転作作物勘案方式に移行する傾向がある.互助方式の初期段階では転作者に有利に決
められている.ある町では，互助方式を契機に，転作依頼農家に有利にし 転作引受農家
が転作面積の規模拡大をはかつてL、くために，自治体から財政援助を拠出して，転作田の
みならず農地流動化の堀り起じ活動を積極的に行なっている.
(2) 互助方式における地代形成
互助方式が新しい地代を促進している事例をみることができる11) この新しい地代形成
の仕組みは農地利用委員会が農地管理センターの役割を担いp 農地所有者(委託者)から
農地の提供をうけ，農地所有者には作物によらず同ーの受取地代を支払いp 耕作者(受託
者)はその農地を受託し，作物によって異なる地代を支払地代として支払う.なお，全水
閏に共助金を賦課1...-，それでもって耕作者と農地所有者に地代を補助するが，耕作者は農
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地所有者より若干多くの地代補助を受ける仕組みになっている.これによって，我国農業
を担う・主体の二つの道，一つは個別農業経営のあるいは中核的な農家の育成を通じて展
望を聞こうとするものであり p もう一つは集団的土地利用組織によって地域農業を総体と
して生産力を高めて行こうとするものである.この地域農業総体と しての農業を担う・主
体の道を大担な形で実現しようとするものである.従って，この地代形成の考え方は集団
的土地利用組織を析出しようとするにとどまらず，それをテコ・手段や装置システムとし
て地域農業を担う・主体を析出する目的で取り組まれている.これが各実ともに合理的な
地代制度として確立していくことが課題となっている.
5.地域農業の振興とシステム化
各地域では集団的土地利用をすすめ，地域農業の複合化によって振興をはかるには，地
域農業の振興計画が樹立され，その実行が円滑に進められるような総合調整機構が構想さ
れている.
集団的土地利用の直接の担い手が個別農業経営かそれとも集団的土地利用組織かし、ずれ
にしても，これらの主体にとっては外部環境主体であり p 地域農業計画の推進主体となる
自治体や農協なと。について若干吟味しておく.
地域農業振興のなかでとくに地域営農計画の主体は3 その方向を農業者に示し，集落組
織を強化し，農業者と意思疎通をはかっていくことによって実行が達成される.それには
市町村などの自治体3 農協と集落との三者が連合して推進主体を形成して対応することが
必要である.
自治体は地域農業にとって農政対応の直接の担い手であり，それは政治システムによる
調整 ・誘導主体である.農協は経済システムによる調整 ・誘導の担い手である.集落は相
互扶助と連帯意識をもった集落機能による調整・誘導の担い手とみられる.このなかで，
とくに自治体と農協のどちらかが主導的役割を担っているかで地域農業の振興方向は異な
った性格を呈する.水回利用再編対策事業などの事例ではp 自治体主導では事業の一方的
浸透や消化をはかることにおもきがおかれるか，農協の組織基盤が弱い場合である.その
事業を契機に地域の実態を考慮し，自治体の農政対応と連携をはかり，更に積極的に取り
組みを強めていくには農協が主導的推進主体になっている事例が多いとみられる5)6) 
こうして，集団的土地利用の直接の担い手である農業者とそれを支える地域農業を計画
し推進する担い手である自治体，農協，そして集落が地域農業システムを形成していくこ
とが重要となっている.
この点に関して， 後章で集団的土地利用組織の合意形成過程で述べる.
il.集団的土地利用組織の性格
1.集団的土地利用組織と個別農業経営
(1) 三つの見解
集団的土地利用組織の主体形成をめぐってそれが個別農業経営との関係でどのように認
識されるであろうか.その性格を規定するものとして，およそ三つの見解があるとみられ
る7人
その 1つは個別農業経営への累進的回帰，階梯あるいは上向発展論である.これは共同
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経営を含めて共同出資，共同出役，利益分配の平等の諸原則が，いずれ機能分化を引き起
し企業的家族農業経営12)や農企業経営などの個別農業経営に上向しp 発展解消して行く
ものであるとする見解である.
昭和30年代後半から昭和40年代前半にかけて農基法下で、自作地有償の経営耕地規模拡大
による自立経営の育成を目標とするなかで，協業経営や協業組織についての大方の見解で
ある.最近では土地所有と利用の分離が進行するなかで借地型農業経営を存立させるもの
として位置づけられている.
その 2つは生産組織主体論である 9) これは借地型農業経営など一部，突出した企業的
家族経営の上向発展にかわって，生産組織それ自体が中核的担い手集団を中心に主体的機
能を担っていくものとする見解である.
生産力構成要素のなかで機械化作業体系の大型化と能率化に対応できる土地利用型農業
を展開させるには経営耕地規模の拡大を必然化する.それを onemanやcoupleなどの家
族農業経営の個別的対応では，兼業農家が多く存在するなかで農地の利用集積が円滑に進
まない条件下ではp 農地p 労働力 3 資本，中間生産物などの農業資源の不適正利用がます
ます生じてくる.これらの農業資源の再結合をはかつて農業生産を向上させることが重要
となる.こうして家族農業経営によって地域農業生産や資源が効率的に利用され難くなる
と，それにかわって家族農業経営を越えた旧村単位など一定の地域的広がりのなかで，農
業生産あるいは生産力の担い手として中核農家を据えて，家族農業経営の担っていた作
業p 管理，経営，所有と家計の主体的活動の再形成をはかつていかなければならなくな
る.
このように地域の農業資源の再結合と主体的活動の再形成をはかつてL、くには集団的生
産組織が作業あるレは管理主体となって，それ自体の存続をはかっていくとし、う組織対応
が必要であるとする見解である.
その 3つは家族農業経営の集団的補完組織あるいは補完論である.家族農業経営が農業
生産や生産力の担い手として基本的に位置づけられつつも，家族農業経営を越えて農業生
産や生産力の形成が行われる部分については，できるかぎり集落単位ぐらいの集団的生産
組織で補完していくとする見解である7)
これは家族農業経営を補完して，その上向発展を促進して，一部の突出した企業的家族
農業経営を析出しようとは必ずも意図していない.それよりはp 例えば借地型農業経営で
みられるようにp 経営耕地規模を拡大しでも，支払地代部分などの農業経営費が多くなり
農家の生活=家計を充足するに足る農業所得の増大はその拡大発展ほどには高まらない
むしろ生産手段の高度化による高い生産力段階に対応できても，所得増大にもまして危険
負担の増大の方が大きくなる多くの事例から判断して，現在の家族農業経営の規模拡大や
集約化する条件を地域や集落農場制農業などの集団的生産組織で補完し3 充実していく方
向である.
このように家族農業経営の上向発展論p 生産主体論，そして補完論など，集団的土地利
用(生産)組織の役割機能上の性格をめぐ、つての見解の相異は農業問題をとらえる視角や
認識の仕方，また地域農業の発展の程度や性格に基因するとみられる.
(2) 諸見解の現実的妥当性
先ずp 農業問題をとらえる視角では，上向発展論は資本主義社会の発展過程において，
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家族農業経営(小農)が地主，企業的家族経営(借地型農業経営)から農企業経営，そして農
業労働者に分解し，あるいは脱農するという古典的農民層分解論を歴史的法則とする.補
完論は資本主義社会の発展過程においても商品生産を基調として，小農あるいは過小農と
して，依然としてしたたかさをもって存在し続けている状態に着目し，それを守り発展さ
せるとL、う，自作農あるいは小中農建在論者に多い考えである.生産主体論は高度に発達
した現代資本主義経済社会で、は農業は危機的状況にあって，家族農業経営と呼ばれる自立
経営は少数になり，大多数は兼業農家，しかも第二種兼業農家で自立可能な農業経営から
みれば過小農はおろか極貧農とはいえ，資産的土地所有者か土地持ち労働者として存在し
ている状態に着目し，農業経営の主体は不在あるいは貧困化していると考える.従って農
業生産や生産力の主体を家族農業経営に期待できなく，新たな主体の形成者として生産主
体論を主張する.
次にp 我国の地域別農業発展の程度の性格を労働市場，農業生産力の発展程度と農地所
有と利用の地域類型からみて，諸見解はおおよそ次のように各地方で妥当するのではない
かと考える8)
上向発展論は依然として北海道，北陸地方にほ父妥当するとみられる.北海道は農家に
とって農外の労働市場が遠隔地にあって，生産力が高く，畑 ・水田と畜産との混同農業経
営形態が支配的であって，それの大規模農業経営が広汎に存在し，自作地拡大を基調と し
て上向発展をめざした賃貸借 ・作業受委託併進型とみられるからである.北陸は労働市場
が展開し，安定兼業農家が多く ，水稲生産力が高く，一部に突出した作業受委託や賃貸借
による借地型農業経営の存立をみている.
補完論は東北や九州の一部に妥当しているとみられる.東北は労働市場が未展開である
が水稲生産力が高く，自作地拡大の自作形態基調で作業受託が中心である.例えば圧内平
野は兼業化が深化しているとはいえ他産業の発展が緩慢で、あり，農業が地域経済の基盤と
して底辺から支えている.自立可能な家族農業経営の密度が高く，後継者には高校卒はお
ろか短大，高専，大学卒など高学歴化がめだち，経営主体が健在である.しかしながら，
借地型など企業的農業経営への展開は停滞的である.九州は労働市場は未展開なところが
多く， 生産力が高い.二毛作・ 複合化の展開のもとで賃貸借，作業受託併進型のなかで個
別農業経営を生産組織が補完的役割を担っているとみられる.
主体論は東北・北陸を除いた本州の大部分に妥当するとみられる.労働市場が展開し，
施設型農業の生産力は高いが土地利用型農業の生産力は全体的には高くなし水稲単作で
土地利用後退下で賃貸借は展開しているが作業受委託は未展開な地方である.労働市場が
展開しているために，兼業化，農業労働力の高齢化が深まり，農業生産の担い手 ・主体が
非常に少なくなった地方とみられている.
なお，各地域でも生産組織は地域内の経営耕地広狭規模，専兼業や生産部門組織構造，
あるいはどんな生産資源の利用を重視した組織かに応じて，それぞれの論が現実的に妥当
するものとみられる.
2.集団的土地利用組織の基本構造
(1) 集団的土地利用組織の主体の性格
集団的土地利用組織と個別農業経営をめぐる諸見解を確認した上で，しからば集団的土
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地利用組織の主体の性格をとらえるために，それがどのような構成員によって形成されて
いるかを検討する.
およそ農業生産の主体・担い手には作業，管理，経営と所有がある.これを企業形態の
発展に従ってみると p 生稼業の個人企業から，人的そして資本的企業に発展するに従っ
て，家計と所有p 所有と作業p 所有(出資)と管理p 最後に所有と経営の分離が起ってき
ている.
高度経済成長を達成した我国の経済社会の変化によって，農業経営は家族経営としてだ
けではとらえきれなくなり，多様な農業経営の経済形態が同時に並存している.
集団的土地利用組織は多様な主体の協働シチテムである.即ち，これは作業，管理，経
営と所有の内部構成主体によって担われている.それと同時に，それを取りまく外部利害
集団の環境主体からは生産に必要な有形無形の生産資源の提供をうけて外部環境要因を形
成している.それらの外部環境主体には食糧需要者，出資者，金融業者，農業資材供給
者，行政，地域社会があげられる.これらの外部環境主体のなかでも，集団的土地利用組
織にとって，当面，行政機関の市町村自治体の水田利用再編対策への対応，それと地域社
会における集落の生産機能が重要な影響を及ぼしている.
集団的土地利用組織の目標は何におかれるか，それは直接に収益極大で、はなく，収益極
大はそれに参加する構成員に帰属する収益極大にする限り存在するものではなかろうか.
組織構成員が作業，管理，経営，所有の全ての面で同一人の主体であれば，組織目標はそ
れらの主体的機能の残余混合純収益を極大化することになる. したがって組織構成員がど
のような主体によって担われるかによってその内容は異なってくる.また主体的機能の分
化や分業と協業による作業組織が展開されるに従って組織目標は，間接的とみられる単な
る利益極大の絶対額ではなし 1日当り労働報酬や管理者報酬などの経営効率指標が目標
になってくるとみられる.なおp 現時点での残余混合純収益はいずれは組織構成主体によ
って処分されて，利益の資本蓄積が行われない限り，永続的組織体としての経営ではなく
短期的な組織として存続する.
集団的土地利用組織の構成主体あるいは構成員は互助方式でみられるように，土地所有
と利用が分離している.更に作業，管理，経営が全く同一人によっているとは限らず，と
くにp 組織の意思決定には参加するが，転作を委託している場合には作業や管理には参加
しないことが多い.組織の意思決定という経営主体機能は組織内部よりは個別農業経営の
主体的機能から判断して参加している.従って，集団的土地利用組織は一般的には作業と
管理主体の機能を担って存続している.
このように考えると組織は経営主体たりえないかとL、う疑問が生じる.それは組織と個
別経営をめぐる諸見解のなかで，主体論は組織の経営主体の担い手として重視されるが，
上向発展論や補完論では個別経営が組織の経営主体の担い手として機能する.
農業経営や組織の経営主体としての機能は意思決定行為における革新をともなった計画
活動である.それらが単なる単純再生産を繰り返すような意思決定は経営主体の基本的行
為や機能ではなく r単なる業主」としての作業や効率化をはかる管理主体の機能である.
経営主体の基本的機能は発展する農業経営の意思決定であって，卒新の内容をもってい
る.革新とはシュレベータによれば経済発展の原因となる需要の変化や新資源の発見の条
件変化と並んでp その内発的要因である企業者機能による革新である.即ち r当該経営
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にとって新寄な企業内外の創造的成果を経営目標達成のために内部化することJ10)である.
換言すれば，-農業経営は天候など自然的条件，生物学，化学，機械などの総合的知識を
持ったうえに，世界情勢に絶えず目を注ぎ市場の動向に合せて，作付け計画を立て P 生
産，出荷するといった，革新的な企業者精神が必要であるJ10). ことに，水田利用再編下
の集団的土地利用組織の主体的活動のなかでp 革新の機能が最も重視される.
(2) 集団的土地利用組織の基本構造
集団的土地利用組織は構成員の内部主体と外部環境主体などの多くの主体から担われる
協働システムである.これは貢献，経営，配分からなる.経営システムは投入，処理，産
出の経営的生産過程における内部(環境)主体p 即ち構成員の協働システムである川.そ
れは経営組織を通じて機能する.経営組織は意識的，計画的に経営目的のために調整され
た人間活動と諸力のシステムである.それはその構成主体が単に機能を分担するだけでな
く，主体的行動相互間の秩序とみられる.経営組織の基本構造は集中的と分散的構造から
なる.
ほとんどの集団的土地利用組織は集中的構造の中心である計画活動が個別経営に担われ
ている.そのために，この組織は一般に経営よりも管理主体として投入，処理p 産出の生
産過程を掌握している.
集中的構造は主体の意思決定管理活動の過程領域を構成している.先ず，それは組織目
標の達成にかかわる問題を発見しそれを改善するに必要な作物の収量・価格，栽培技
術，機械・施設，必要な労働，販売・流通などの適格な情報収集活動3 それらの情報を整
理分類，分析してp 土地利用計画を始め選択可能な組織計画を樹立する.そのなかから組
織目標を最大限に達成できる最終の最適計画を選択し意思決定する.その計画に基づい
て生産資源を組織する.構成員(とくに作業主体)の動機づけを行なって，組織した生産
資源を実際に稼働する.それが計画に則して運営されているかどうか.指導，調整，監督
などの統制管理活動を行う.最終的には組織の成果に対して経営主体が責任を負担する.
組織の構成員が作業管理と経営の全てに参加している場合にはp それら主体の合議によっ
て相互に調整をはかつて主体的な組織活動が行われる.
次に，集団的土地利用組織の分散的構造は投入，処理，産出の各過程からなる.分散的
構造には集中構造が縦断的に介在する.その 1つは投入，処理，産出の分散的構造白体を
変化させる革新である. これは経営主体の計画活動である.その 2つは所与の投入，処
理・産出の分散的p あるいは過程的構造を最効率に稼働させる効率化である.これは管理
主体の組織・統制活動に相当する.
こうした主体的活動による組織の存続と発展条件は構成員の主体的活動による誘因と講
成員自身と外部環境主体p とりわけ自治体や農協などの貢献とが相互制約的関数関係によ
って決定される.つまり，集団的土地利用組織に対する自己の貢献よりも組織からの自己
への誘因の方が上廻る状態におかれたときに存続・発展する.そのためには組織の生産性
の向上と構成員の貢献を持続しようとする心的状況の創出が必要であると考えられてい
る.
3.集団的土地利用組織成立の合意形成と主体活動の類型化
(1) 組織成立の合意形成
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集団的土地利用組織は多くの主体の協働システムであり，その成立には，農業者の内発
的要求を基盤として，自治体を始め環境主体が推進的役割を担っている.その組織が具体
的に成立，実現されるに至る合意形成過程は各地域で特徴をもって展開されている多くの
事例が報告されている11)
昭和56年から始まった水田利用再編第2期対策には，自治体が農協と一体となって集団
的土地利用組織の成立 ・実現と定着化をめざして組織対応で集団転作に取り組んでいる.
即ち，市町村段階において営農協議会や農業総合指導センタ ーなどの推進主体機関を形
成し地域農業振興計画の樹立，地域農業諸対策事業の協議，各種農業関係機関聞の調
整，農業者への助言 ・指導を行なうことを目的として活動している(第1図).そのなかで
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第 1図農業総合指導センタ 推ー進指導体制図
集団的土地利用と組織への参加を農業者に呼びかけ，その合意形成と組織の実践活動を積
極的に展開している事例として p 秋田県太田町についてみる.本町の集団的土地利用組織
成立までの合意形成過程は次の通りである.
本町における集団的土地利用組織成立の契機は農業構造改善事業にともなう農業機械利
用を中心とする集落農場制農業などの組織作りが稲作農家の連帯感を強めていったこと，
それには本町が我国の経済社会の激しい情勢変化に対応して積極的に農業振興をはかつて
きたこと，そして米生産調整を契機とする転作率の増加と計画及び団地加算金の導入にあ
ったとみられる その合意形成を進めるにあたって，町全体の基本方針が固められた後
に，町段階における実質的な指導・推進主体はなんといっても農業総合指導センターの構
成員である.これは町役場を始め農協や県農業改良普及所，その他関係諸機関から組織さ
れている.これらの構成員の間で、数度にわたって集団的土地利用と組織についての研修，
検討と農業者との座談会をかさね，更に農政推進員を委嘱し，その体制のなかで連担団地
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による集団的土地利用を醸成し，集落営農集団を組織し，機械や栽培班をおいて作業分担
を決めるとL、う合意形成の推進方法をとっている.本町では集落単位の集団的土地利用と
組織化をはかつているので，集落段階での集団地の選定過程についてみるとp 先ず，利害
対立の権利調整過程では，集団地化をはかるために，集団地の構成員の決定には組織のリ
ーダーには生産組合長および部落住民会長などをあてて調整し，推進している.連担団地
づくりの権利調整に利害が伴ない，部落を全戸加入する事業として取り組むことが不可能
な場合には，結局p 最小単位で構成員が決まることが多い.その聞の合意形成の確立と決
定には，水田利用再編対策事業の集落への説明会を 2~3 回行なった後，集落の希望者と
の話合いを 4~5 回もち，団地化等の要件を満たすための会議を経て，事実上実施してい
る.なお，団地要件を満たすための土地交換，施設を設置しなければならないような際，
トラフやルも稀にはある.その折には役場p 農協等が聞に入り調整している.最終的には集
団地の決定は多くは栽培上の適地よりも，団地化要件を満たすことの可能な所を選定して
いる.
このように合意形成過程において本町の推進主体は農業総合指導センター構成員による
高い リー ダーシップのもとに短期間に民主的に濃密な活動によって実現をはかつてきたも
のとうかがわれる.
今後，本町における集団的土地利用の存在と発展をはかっていくには，次の点が問題と
なる.
集団的土地利用組織は集落自己完結型の「集落営農集団」である(第2図).混住化，高
齢化した集落ではその生産機能の維持 ・発展のために集団的土地利用と組織の形成は不可
欠である. しかしp それだけで包摂できない部面もあって集落聞や町全体の集団化にも配
慮、する必要が生ずる.
本町の農家1戸当 り水田面白積規模は秋田県でも大潟村を除けば最も大きし個別農業経
営が比較的健在であり，そのために集落営農集団は補完的役割を担っている.そのような
わけもあってか農地の流動化があまり進んでいない.それとともに，集落営農集団の集落
単位の互助方式が農地の流動化を停滞させていること，またそれが農業機械銀行方式の円
滑な展開を妨げているとみるむきもある.そ うし、う意味から，集落聞や町全体での営農集
団の組織化が必要である.
集落営農集団は全員参加管理方式で作業と管理が行われているため，共同作業や平等負
担を原則としている.それによって共存と互恵の精神が生まれるであろうが，更に一歩進
めて，組織主体が創造的，革新的機能をもって 3 集団を存続し発展させていくには，個
別農業経営の単なる補完組織から，一部の中核的担い手への受託組織として強化する必要
があるのではないかどうか検討の余地がある.
集団的土地利用の形態は主に大豆を転作作物に選定した固定化方式で、ある.今後，地力
維持をはかる点から田畑輪換や転作団地循環方式 BlockRotationを取り入れる方向が望
まれる.
現代の農業では，高能率機械・施設を装備した高い生産力段階に到達し労働市場の展
開に応じて，資産的土地所有が続くなかで，土地所有と利用の分離が強まり，農地「利
用」の流動化が進行している.そこでの課題は，経営耕地規模を拡大しp その上集約化を
はかるために田畑輪換や転作団地循環の土地利用方式を導入し，農業生産の複合化が行わ
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れる農業構造を地域の特性を生かして作り出していくことである
それには，基本的に云って革新的な経営主体による個別農業経営の全面的展開に期待が
寄せられる.当面， それが不可能に近い状況下では，集団的土地利用組織を形成しp その
補完的，主体的役割がますます重視される.その役割，機能に支えられて地域の複合生産
による農業振興がはかられる方向で組織対応することの意義は極めて大きいとみられる.
(2) 集団的土地利用組織構成主体の類型化
最後に集団的土地利用組織構成主体の類型化を試み，その主体 ・担い手の内実をいくら
かで、も明確化したい.
集団的土地利用はIつは借地型農業経営によって担われる場合とそれが集団的生産組織
主体によって担われる場合とがあることは事実である.ほとんどの調査事例では集団的生
産組織つまり集団的土地利用組織に担われている.
さて，我国農業で一般的，支配的な家族農業経営は企業形態からみれば小商品生産の経
営様式であり，それは企業以前の個人財産と企業財産が未分離であり，また経営と所有
(家計)の未分離な個人企業である.従って家族農業経営の主体的機能は作業，管理，経営
と所有である.
集団的土地利用組織はこれらのうち実質的にし、かなる主体的機能を担う単位であるだろ
うか.それを主体の意思決定にかかわる主体組成の機能的構造の側面から検討する.
永続的組織体としての農業経営，短期的な組織体としてみられる集団的土地利用組織の
いずれも投入，処理，産出の経営システムである.この経営的生産過程の量，質，時間，
場所などの決定は経営意思決定によって行われる.経営意思決定は経営構成主体(員)が
経営目標を志向し，経営目標との関連において，合理的選択を行う意思決定であり，これ
は個人的ではなく組織的意思決定である.経営意志決定は経営規模拡大にともなう管理上
の限界を克服する必要から出たものである.これは経営構成主体の階層性にともなってP
その分担を明確化するとともに主体的行動相互間の秩序を保つために，経営意志決起の階
層的構造を構成する10)
先ず，経営的意思決定であって，これは戦略的決定ともいわれ，革新によって経営自体
を変化する，長期的構造変化にかかわる.その内容はp 臨時的，経常的と評価的各決定か
らなる.臨時的決定は経営 ・組織体の設立，解散の組成と経営者の任命の人事決定であ
る.経常的決定は経営理念，基本目標の明確化，戦略や革新のための長期計画の決定であ
る.評価的決定は全体的業績の確立，成果配分の決定である.
次に，管理的意志決定である.これは経営的意思決定によって設定された経営的生産過
程の構造を最効率的に運用することに関係する.これには更に全般的管理と部門的管理各
決定にわけられる.全般的管理決定には全般的効率化をめざして生産資源の組織化，調整
開発，総合的稼働などであり，部門管理的決定には，購買，生産，販売，財務，人事など
職能別部分領域の業績目標の設定と確保である.これら経営的と管理的意思決定は経営管
理の問題である.
最後に，作業的意思決定であって，その実態は個々の作業活動上の判断p 例えば用排水
作業管理において水田の水門を聞く，閉めるなどの日常業務である.
集団的土地利用組織は農業生産や生産力の担い手であることに変りはない.こうした経
営意思決定の階層構造からみると p これは農業の再生産過程のうち労働過程を担って管理
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的並びに作業的意思決定をする主体であって，価値転換過程の収益採算や成果配分は経営
的意思決定であって，その主体は個別農業経営にあると考えられる.
即ち，集団的土地利用組織の主体的機能は長期的経営計画を樹立し，土地を初め生産資
源の所有にもとづいて農業純収益の成果配分をすることではなしこれは労働作業を実質
的に担い，自主的に管理する主体であることを意味する.換言すれば，集団的土地利用組
織の構成主体は，所有，経営，管理，作業の主体的機能をもっているのであるが，その実
質的なマ構成主体は作業を行い，自主的に管理する者が担っている. とくに自主的な管理主
体は経営的生産過程の投入，処理，産出にかかわる労働過程を最効率に運用するという使
命を達成しなければならない.
このように，集団的土地利用組織の主体的機能に従って，我々が調査した集団的土地利
用組織を分類 ・整理すれば図表の通りに11)なる (第3図).
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第3図 集団的土地利用の組織主体の類型
そのなかで主要な事例の特徴を説明する.
(AJ個別農家の農業経営者本人が作付や収益の成果配分計画を作成し，集団地にある本
人の水田を自分で作業 ・管理する.個別対応の相対平等負担型.
(A'J委託者の了承を得て農業経営者が作付や収益の成果配分計画を作成しp 集団地にあ
る委託者の水田を個別の農業者，経営者自らが作業 ・管理する.個別対応の担い手型.
(BJ土地所有者同志， 一部委託者，全部委託者などの土地所有者の少数集団から了承を
得て，少数集団からなる農業経営者達が作付や収益の成果配分計画を作成し少数集団地
の水田を少数集団の農業経営者達が自ら作業管理する.少数集団対応の担い手型.
(CJ集落単位で集団地を一部の農業経営者の土地提供をうけて設定し，集落の農業者全
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員が作付や収益の成果配分計画を作成し，全員が作業・管理する.集団組織対応の共同作
業型.
(DJ一部の農業経営者の土地提供をうけ，集落単位で集団地を設定し集落の農業者全
員の了承を得て，個別あるいは少数の農業者が作付や収益の成果配分を作成し，個別ある
いは少数の農業者が作業・管理する.集団組織対応の担い手型.
その他の事例も散見されるが集団的土地利用組織の担い手・主体の確立によって，地域
農業の複合化と振興をはかる上では， c→B→Dへと移行していく方向が望まれる.
こうして分類された上で，集団的土地利用組織の管理や作業の主体的機能は個別農業経
営にどのような影響を及ぼしているか.それは集団的生産組織の諸見解に従って検討する
と，次のようにまとめられる.
集団的土地利用組織が上向発展する個別農業経営の主体の形成を積極的に助成するもの
として位置づけられる状態では，集団的土地利用組織の管理や作業の主体的機能は個別農
業経営に全面的に包摂される方向で発展過程を経るであろう.
また，個別農業経営の分化，分解が促進的でなく，緩慢であってP 中核的な農業経営が
多数存在している状態ではp 集団的土地利用組織は多数の個別農業経営によって管理や作
業の主体的機能が担われ，共同作業や平等負担型にとどまっても，個別農業経営を補完す
る機能をもった組織として，重要な意義を見い出す.
最後に，個別農業経営の存立基盤が極めて弱く，兼業に大きく依存している状態では，
集団的土地利用組織は自治体や農協などの強力な調整p 指導p 助言のもとで存立しそれ
自体の存続，発展なくしては地域農業の生産資源を合理的に利用し複合化とその振興は
望めない.そのような状態では共同作業や平等負担では存立できなく，一部中核的担い農
業者や農協職員などによって管理や作業主体機能を担う者として，オペレータ一層が形成
される必要がある.
N.結
? ?? ?
我国の農業及び農業経営の構造的改編を進め，その多面的発展を望むものにとって 3 水
田利用再編を契機とする，集団的土地利用がどのような主体によって担われて展開してい
くことができるかとL、う課題に極めて強い関心が寄せられる.
本論ではp その課題をとりあげてp 先ず，集団的土地利用は土地所有と利用の分離の進
行を契機として，生産手段の高度化による生産力の形成と農業生産の複合化に対応し，地
域農業の振興をはかつてし、く上で不可欠で、ある.次に，集団的土地利用組織を担う主体は
個別農業経営との聞に，上向発展p 補完，それ自体が主体となる関係がある それらは農
業問題の認識並びに地域の労働市場の展開の程度，生産力p 賃貸借，作業受委託の進展な
ど展開条件でそれぞれの現実的妥当性が確かめられる.第3に，集団的土地利用組織を担
う主体は内部構成主体と外部環境主体の協働システムによって形成されている.外部環境
主体では自治体，農協などの調整，指導p 助言の役割が重視され，とくにその成立までの
合意形成には極めて大きな機能を担っている.農業経営の経営意思決定の構造を吟味した
上で，内部構成主体は個別農業経営などとの関係でp 作業と管理主体の実質的担い手であ
ることを論じた.そして経営主体は個別農業経営を基盤としつつも，個別農業経営群とし
ての集落の機能が重要である 従ってP 集団的土地利用組織はp 地域，集落，個別農業経
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営を担い手とする，三層構造の上に成立し，展開をはかっている.この点に闘し調査事
例から組織構成主体を類型化したなかに，組織を担う主体の形成によっ芯地域と集落の農
業資源の有効利用をはかっていくには，地域の展開条件に制約されることもあるが，集団
的土地利用組織にかぎってみると，創造的な革新的機能を担う経営主体は農業経営群と地
域社会の推進体に求められ，個別農業経営が作業と管理主体となる方向が示されるものと
みられる.総括的に云って， 集団的土地利用を担う主体は，今後とも，個別農業経営の枠
を越えた生産力を形成する革新的な役割を担って存続をはかっていかなければならないこ
とで、ある.
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Summary 
On ]apanese agriculture， itis to be desired that the farmers could reorganize 
the structure of the family farm to depend on the land use by taking the opportunity 
to curtail rice production. 
On the fixative process changing rice crop to others， for the purpose of getting 
the net returns of the family farm and saving managing expenditure or the ∞st of 
crop， farmers need to equip the machines and farm's establishments that could do the 
production by the higher rate of the efficiency. 
Accordingly， itis expected that the farmers would form the collectivization of 
land use of the crop aside rice crop on the paddy field， so that they could get the 
returns to scale(economy of large scale production). 
Firstly， the points at issue are studied that have inftuence on the realization 
and the developing process of the collective land use. The points at issue include the 
separation on owner and users of land， the structure of the farming factors of the 
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producing power that consist of the arrangment of land infrastructure， mechanization 
and growing technique etc.， the type of the organization， the combination of 
production enterprise on the farm， the type of the mutual aid and subsidy on 
introducingof the crops enough to compensate rice crop， the formation of land rent 
and the agricultural build up of the a1'ea by means of the system with specialization 
and co-operative work. 
Secondarry， in o1'der to be known the character of the o1'ganizing structure of 
the collective land use， three opinions about collective fa1'm o1'ganization are taken 
and examined to connection with the family farm f1'om the 1'ealistic suitability. 
It is demonstrated that the opinions are suitable to each 1'egion in Japan with a 
difference. 
The collective farm organizatin fulfils the complementary function on ToHoKu 
reglOn. 
Thirdly， the basic structure of the organization of the collective land use is 
investigated. The organizing subjective is fo1'med as the system of co-operative wo1'k 
of many subjective including farme1's. 
Therefore， the sujective forming the inner organization is consisted of the 
worker， administrator(di1'ector)， manage1' and owner. The subjective has the many 
types of the formation how they pa1'ticipate in the collective farm organization. It 
matters that the membe1's of the o1'ganize1' a1'e defined a connection with existence 
of the organization. 
Finally， itdepends on their decision making what is realized and developed the 
collective land use. 
The method of the mutual consent and the dete1'mined ag1'eement p1'esc1'ibes the 
form of the collective land use. 
The main fo1'm of the o1'ganization is classified and cha1'acte1'ized. The developing 
process of the type is showed and examined. 
The farm organization of the collective land use may indicates the developing 
tendency as follows ; from the first stage that al the members of farmers take part in 
the collective farm organization as the inner direct(immediate)subjective in the a1'ea， 
that is， the farmers a1'e the subjective of woker， directo1'， manager， and owner al 
together， tothe final stage that some of the farming group 01' some of farmers manage 
to be accompanied with an accmulation of land use in the process to make the 
productive unit to large scale， toraise the productivity and to fix other c1'ops aside 
rice crop in the farm organization. 
It is resulted that the build up of the agricultural area is achieved to form the 
P 
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